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○Ⅶ－15 令和６年能登半島地震による被害を受けた国会議員関係政治団体に

係る政治資金監査報告書の記載方法 

旧 新 
Ⅶ－15 令和６年能登半島地震による被害

を受けた国会議員関係政治団体に
係る政治資金監査報告書の記載方
法 

Ｑ 令和６年能登半島地震による災害によ
り、政治団体が会計帳簿、明細書、領収
書等、領収書等を徴し難かった支出の明
細書等又は振込明細書のうち、その一部
を滅失し、収支報告書には会計責任者が
事実を確認できる支出のみが記載され、
収支報告書に記載されていない支出があ
る場合、政治資金監査報告書ではどのよ
うに記載すべきか。 

Ａ 「令和６年能登半島地震による災害に
より、政治団体が会計帳簿等関係書類の
全部又は一部を滅失又は紛失等した場合
の収支報告書の提出については、事実を
確認できるものについてのみ記載するこ
ととする。この場合において、いわゆる
罹災証明書の添付等を求める必要はない
が、完全に記載できない理由を宣誓書に
記載する取扱いとすることが適当である
こと。」という通知が政治資金課から出さ
れたところです。 

国会議員関係政治団体の支出のうち、
令和６年能登半島地震による災害により
会計責任者においてその事実を確認する
ことができず、収支報告書に記載されて
いない支出がある場合には、政治資金監
査報告書において、「Ⅶ．政治資金監査報
告書 ２．政治資金監査報告書記載例
（３）」の別記に記載することが適当で
す。 
なお、別記の記載例は下記のとおりで

す。 

（別記） 

 会計責任者が、収支報告書に記載されていな

いとしている支出。 


